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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第111期

第２四半期
連結累計期間

第112期
第２四半期
連結累計期間

第111期

会計期間
自 2017年４月１日
至 2017年９月30日

自 2018年４月１日
至 2018年９月30日

自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

売上高 (百万円) 2,246 2,681 4,762

経常利益 (百万円) 62 121 127

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 61 98 108

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 89 95 162

純資産額 (百万円) 2,110 2,259 2,183

総資産額 (百万円) 4,936 5,304 5,252

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 79.14 126.82 140.51

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.8 42.6 41.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 249 △74 237

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △7 △24 △23

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △30 △19 △31

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 1,398 1,249 1,369
 

 

回次
第111期

第２四半期
連結会計期間

第112期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2017年７月１日
至 2017年９月30日

自 2018年７月１日
至 2018年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 89.12 123.35
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

EDINET提出書類

株式会社中央製作所(E01940)

四半期報告書

 2/16



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業収益や雇用・所得環境が改善し、人手不足への対応

等、生産性向上のために企業の設備投資の増加基調が続き、緩やかな回復基調で推移いたしました。

一方、米国の保護主義的な通商政策の動向、中東情勢の地政学リスク、米国の金利上昇等によって世界経済の

減速や国内で大規模自然災害が相次ぎ日本経済に与える影響に十分留意する必要がでてきております。

こうした経済情勢の中で、当社グループは国内需要にとどまらず海外での需要に積極的に対処できる体制の整

備・充実を図るとともに、新製品、新技術の開発による新規顧客の獲得や競争力強化のためのコスト低減等に取

り組み、需要の掘り起こしに注力してまいりました。

その結果、当第２四半期連結累計期間の受注高は3,023百万円（前年同期比12.3％増）、売上高は2,681百万円

（前年同期比19.3％増）となりました。損益については、営業利益107百万円(前年同期比117.9％増）、経常利益

121百万円（前年同期比92.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益98百万円（前年同期比60.2％増）となり

ました。

以下主なセグメントの経営成績は、次のとおりであります。

（電源機器）

電源機器につきましては、二次電池、アルミ建材等の業界を中心に自動車関連、電子業界等でも様々な仕様に

お応えし、受注の確保に取り組んでまいりました。また、汎用電源では、通信機能搭載により多台数の注文にも

お応えできるよう取り組んでまいりました。その結果、受注高は829百万円（前年同期比3.6％減）、売上高は

1,019百万円（前年同期比39.0％増）となりました。

（表面処理装置）

表面処理装置につきましては、国内の既存設備の更新需要の掘り起こしと稼働中の装置の改造や修理メンテナ

ンス案件に対して積極的に取り組んでまいりました。その結果、受注高は1,244百万円（前年同期比31.2％増）、

売上高は886百万円（前年同期比22.8％増）となりました。

（電気溶接機）

電気溶接機につきましては、国内自動車関連業界、鋼製家具業界等の内需型産業における需要の掘り起こしに

注力し、新規設備投資・増産需要に対して積極的に取り組んでまいりました。一方、海外につきましては海外代

理店との連携を密にして電子部品業界を中心とした積極的な拡販に努めてまいりました。その結果、受注高は463

百万円（前年同期比4.7％増）、売上高は454百万円（前年同期比12.4％減）となりました。

（環境機器）

環境機器につきましては、表面処理装置に付帯する機器として、販売に取り組んでまいりました。その結果、

受注高は105百万円（前年同期比24.4%減）、売上高は133百万円（前年同期比9.4％増）となりました。

 

EDINET提出書類

株式会社中央製作所(E01940)

四半期報告書

 3/16



 

② 財政状態の分析

(資産)

流動資産は、前連結会計年度末に比べて1.4％増加し4,255百万円となりました。これは、主として現金及び預

金が119百万円減少したものの、受取手形及び売掛金が70百万円、前渡金等の増加によりその他が58百万円増加し

たこと等によります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて0.7％減少し1,048百万円となりました。これは、主として有形・無形

固定資産が23百万円増加したものの、退職給付に係る資産の減少等により投資その他の資産が30百万円減少した

ことによります。

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて1.0％増加し5,304百万円となりました。

(負債)

流動負債は、前連結会計年度末に比べて0.3％増加し2,507百万円となりました。これは、主として前受金等の

減少によりその他が34百万円減少したものの、支払手形及び買掛金が55百万円増加したこと等によります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて5.8％減少し537百万円となりました。これは主として退職給付に係る

負債が40百万円減少したこと等によります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて0.8％減少し3,045百万円となりました。

(純資産)

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて3.5％増加し2,259百万円となりました。これは、主として利益剰余

金が78百万円増加したこと等によります。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、期首時点に比べて119百万円

減少し1,249百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因

は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、使用した資金は74百万円（前年同四半期は249百万円の増加）となりました。

収入の主な内訳は、税金等調整前四半期純利益120百万円であり、支出の主な内訳は、売上債権の増加額71百万

円、その他114百万円等であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は24百万円（前年同四半期は７百万円の減少）となりました。

支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出20百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は19百万円（前年同四半期は30百万円の減少）となりました。

支出の主な内訳は、配当金の支払額19百万円等によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題についての重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は56百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社中央製作所(E01940)

四半期報告書

 4/16



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,000,000

計 3,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2018年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2018年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 784,300 784,300
名古屋証券取引所　

市場第二部
単元株式数　100株

計 784,300 784,300 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。　

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2018年９月30日 ― 784,300 ― 503,000 ― 225,585
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(5) 【大株主の状況】

  2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

後藤安邦 名古屋市昭和区 70,744 9.1

株式会社日工 愛知県知立市山町中畑15 61,400 7.9

株式会社ヤマサンコーポレーション 名古屋市昭和区御器所通3-15-2 46,800 6.0

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 32,423 4.2

公益財団法人後藤報恩会 名古屋市昭和区汐見町4-1 29,727 3.8

株式会社ミヨシ 名古屋市昭和区御器所通3-15-2 25,000 3.2

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2-1-1 21,900 2.8

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1-4-1 21,200 2.7

柳澤幸輝 名古屋市昭和区 20,980 2.7

楽天損害保険株式会社 東京都千代田区神田美土代町７ 18,772 2.4

計 ― 348,946 45.1
 

(注) 公益財団法人後藤報恩会は、社会福祉事業に関する助成及び教育・文化の向上に寄与することを目的として設
立された法人であり、運営資金は、所有資産から生ずる収入により賄われ当社とは会の運営、資金等の関連は
ありません。

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2018年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 10,300
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,639 ―
763,900

単元未満株式
普通株式

― ―
10,100

発行済株式総数 784,300 ― ―

総株主の議決権 ― 7,639 ―
 

(注) １.「単元未満株式」には当社所有の自己株式76株を含めております。
２.「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株(議決権３個)含まれて

おります。

 
② 【自己株式等】

  2018年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（株）中央製作所 名古屋市瑞穂区内浜町24
番１号

10,300 ― 10,300 1.31
（自己保有株式）

計 ― 10,300 ― 10,300 1.31
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2018年７月１日から2018年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,519,069 1,399,721

  受取手形及び売掛金 ※  1,243,156 ※  1,313,848

  電子記録債権 ※  467,309 ※  467,645

  商品及び製品 58,460 72,611

  仕掛品 762,544 792,229

  原材料及び貯蔵品 96,925 102,367

  その他 49,606 107,897

  貸倒引当金 △700 △500

  流動資産合計 4,196,371 4,255,821

 固定資産   

  有形固定資産 278,568 285,235

  無形固定資産 5,539 22,399

  投資その他の資産 772,006 741,105

  固定資産合計 1,056,114 1,048,739

 資産合計 5,252,486 5,304,560

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※  1,266,720 ※  1,322,656

  短期借入金 740,000 740,000

  未払法人税等 27,308 13,988

  その他 465,437 431,318

  流動負債合計 2,499,467 2,507,963

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 116,500 108,500

  退職給付に係る負債 374,460 333,463

  その他 78,895 95,081

  固定負債合計 569,855 537,045

 負債合計 3,069,323 3,045,008

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 503,000 503,000

  資本剰余金 225,585 225,585

  利益剰余金 1,235,103 1,313,906

  自己株式 △15,349 △15,476

  株主資本合計 1,948,339 2,027,015

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 226,355 224,988

  為替換算調整勘定 8,468 7,548

  その他の包括利益累計額合計 234,823 232,536

 純資産合計 2,183,163 2,259,552

負債純資産合計 5,252,486 5,304,560
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

売上高 2,246,646 2,681,261

売上原価 1,677,230 2,043,933

売上総利益 569,416 637,327

販売費及び一般管理費 ※  520,312 ※  530,316

営業利益 49,103 107,011

営業外収益   

 受取利息 272 238

 受取配当金 4,178 4,732

 持分法による投資利益 10,776 7,226

 為替差益 ― 866

 その他 1,746 4,372

 営業外収益合計 16,974 17,435

営業外費用   

 支払利息 2,790 2,844

 為替差損 102 ―

 その他 208 409

 営業外費用合計 3,101 3,254

経常利益 62,976 121,193

特別利益   

 固定資産売却益 9 ―

 特別利益合計 9 ―

特別損失   

 固定資産処分損 164 880

 特別損失合計 164 880

税金等調整前四半期純利益 62,822 120,313

法人税、住民税及び事業税 1,539 5,371

法人税等調整額 ― 16,788

法人税等合計 1,539 22,160

四半期純利益 61,283 98,152

非支配株主に帰属する四半期純利益 ― ―

親会社株主に帰属する四半期純利益 61,283 98,152
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

四半期純利益 61,283 98,152

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 28,771 △1,366

 為替換算調整勘定 △632 △920

 その他の包括利益合計 28,139 △2,287

四半期包括利益 89,422 95,865

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 89,422 95,865

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 62,822 120,313

 減価償却費 20,687 20,784

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △174 △324

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △48,123 36,414

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △40,391 △40,996

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,300 △8,000

 受取利息及び受取配当金 △4,450 △4,971

 支払利息 2,790 2,844

 持分法による投資損益（△は益） △10,776 △7,226

 固定資産処分損益（△は益） 154 880

 売上債権の増減額（△は増加） 76,524 △71,106

 たな卸資産の増減額（△は増加） △39,114 △49,600

 仕入債務の増減額（△は減少） 72,832 56,224

 その他 149,070 △114,169

 小計 250,151 △58,934

 利息及び配当金の受取額 4,450 4,971

 利息の支払額 △2,838 △2,923

 法人税等の支払額 △1,932 △17,997

 営業活動によるキャッシュ・フロー 249,831 △74,884

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △7,448 △20,583

 有形固定資産の売却による収入 10 200

 無形固定資産の取得による支出 ― △4,000

 投資有価証券の取得による支出 △121 △125

 その他 423 △373

 投資活動によるキャッシュ・フロー △7,135 △24,881

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △30,078 △19,432

 その他 △330 △126

 財務活動によるキャッシュ・フロー △30,409 △19,559

現金及び現金同等物に係る換算差額 △463 △22

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 211,823 △119,348

現金及び現金同等物の期首残高 1,186,298 1,369,069

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,398,121 ※  1,249,721
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【注記事項】

（追加情報）

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結会
計期間の期首から適用しております。

 

　

(四半期連結貸借対照表関係)

※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、
四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

受取手形 23,661千円 21,754千円

電子記録債権 13,578千円 11,122千円

支払手形 171,263千円 120,402千円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

給与手当等　 241,272千円 255,567千円

退職給付費用 2,223千円 17,609千円

役員退職慰労引当金繰入額 8,300千円 △8,000千円

貸倒引当金繰入額 △50千円 △200千円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

現金及び預金 1,548,121千円 1,399,721千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △150,000千円 △150,000千円

現金及び現金同等物 1,398,121千円 1,249,721千円
 

　
(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月27日
定時株主総会

普通株式 30,981 40.00 2017年３月31日 2017年６月28日 利益剰余金
 

（注）2017年６月27日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、創立80周年記念配当15円を含んでおります。
　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後
となるもの

該当事項はありません。
　
当第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月26日
定時株主総会

普通株式 19,350 25.00 2018年３月31日 2018年６月27日 利益剰余金
 

　
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの
該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 報告セグメント
その他　
(注1)

合計
調整額
（注２）

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注３）

 電源機器
表面処理
装置

電気
溶接機

環境機器 計

売上高          

  外部顧客への売上高 733,612 721,858 519,527 122,080 2,097,078 149,567 2,246,646 ― 2,246,646

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 733,612 721,858 519,527 122,080 2,097,078 149,567 2,246,646 ― 2,246,646

セグメント利益 187,886 136,450 105,047 43,922 473,306 54,377 527,684 △478,580 49,103
 

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験装置、計測器等が含まれて

おります。

 ２.セグメント利益の調整額△478,580千円は、各報告セグメントに配分していない一般管理費等であります。

 ３.セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 報告セグメント
その他　
(注1)

合計
調整額
（注２）

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注３）

 電源機器
表面処理
装置

電気
溶接機

環境機器 計

売上高          

  外部顧客への売上高 1,019,906 886,655 454,986 133,529 2,495,078 186,183 2,681,261 ― 2,681,261

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 1,019,906 886,655 454,986 133,529 2,495,078 186,183 2,681,261 ― 2,681,261

セグメント利益 231,625 178,290 106,234 41,555 557,705 47,867 605,573 △498,562 107,011
 

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験装置、計測器等が含まれて

おります。

 ２.セグメント利益の調整額△498,562千円は、各報告セグメントに配分していない一般管理費等であります。

 ３.セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

１株当たり四半期純利益 79円14銭 126円82銭

　　(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 61,283 98,152

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

61,283 98,152

普通株式の期中平均株式数(株) 774,412 773,973
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2018年11月14日

株式会社中央製作所

取締役会  御中

 

有限責任　あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 村　井　　達　久 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 内　田　　宏　季 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社中央製

作所の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2018年７月１日から2018年９

月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中央製作所及び連結子会社の2018年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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